
































































































































































































































































































































































































































































































































































































































とその沿革について1-( Ⅰ -V ･完) ｣愛知大学国際問題研究所紀要No.




































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































(41) vgl.,Thomas Richter, Uber Zustand und Tendenzen des chinesischen









































































































































































































その後､ ｢中華人民共和国治安管理処罰条例｣ (1986年)､ ｢規制薬物を禁止












































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































罪刑法定主義の命運一一近代法の拒絶と受容--(1) ､ (2 ･完)｣北大法学論














































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































言える｡さらにcorpus delictiの語源を遡ると､ constare de delictiの用語に
辿り着くのである｡
(7) Ernst Beling, Die Lehre vom Verbrechen, 1906(Neudruck 1964).






























た､ M･P･沢斉郷､ JI･B･科什蔓､ B･C･野金利/劉文飛･蘇玲訳『俄羅
斯文化史』上海訳文出版社(1999年) 176亘｡
(12)トライニン著/木田純一･上野達彦訳｢ブルジョア犯罪構成要件論批判｣愛

































(17)著書には､ 『犯罪構成の理論』 (1946年)､ 『ソビエト刑法における犯罪構成』
































(21) A･ H･特泣伊寧/辞乗忠ほか訳･前掲『犯罪構成的一般学説』 43貢o
(22)トライニン著/木田純一･上野達彦共訳｢犯罪概念と構成要件およびその要
素｣愛知大学国際問題研究所紀要No. 50(1972年)90頁｡ A･ H ･特泣伊寧/辞
乗忠ほか訳･前掲『犯罪構成的一般学説』 63真一64頁｡
(23)繁宏『刑法総論問題思考』中国人民大学出版社(2007年) 62頁｡































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































要件は､ ｢行為｣ - ｢構成要件該当性｣ - ｢違法性｣ - ｢有責性｣､あるいは､ ｢構

























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































危険物不法携帯罪) ､ 297条(武豊規制刀剣爆発物不法携帯集会デモ示威参加罪) 】
④石油･ガスパイプ施設などの公共設備を窃取し又は殴損する行為(33条1






















































動物化石盗掘罪)､ 192条(集金詐欺罪)､ 193条(融資詐欺罪)､ 194条(手形詐欺
罪､金融証書詐欺罪)､ 195条(信用証書詐欺罪)､ 196条(クレジットカード詐
欺罪)､ 197条(有価証券詐欺罪)､ 198条(保険金詐欺罪)､ 266条(詐欺罪)､ 268

































機関)､ 39条1項(管制受刑者の遵守事項)､ 54条(政治的権利剥奪の内容)､ 58

















































































































































































目立つ｡漠然と｢国家の規定に違反して｣ (28条､ 29条､ 30条､ 32条､ 54条､


































































































中国における治安管理処罰法規が､ 57年条例からスタートし､ 86年条例､ 94
年改正条例を経て､現行の05年新法に至ったように､着実に改善してきたこと
は疑う余地がない｡特に､救済の手続においては､ 57年条例の司法介入の拒絶
から､ 86年条例の行政再議前置制度に変わり､そして05年新法では､行政再議
前置制度を廃止して直接に行政訴訟を求める途を開くことになった｡また､警
察による自由裁量の幅を縮小させることにより､警察権の行使が若干制限され
た｡
しかし､治安管理処罰法の基本的な性格は変わっていない｡その規制内容の
大部分は刑事的であり､その制裁の手段である行政拘留は刑事罰的である｡す
なわち周辺刑法としての性質を持ちながら､手続上は､警察裁判権を認めてい
るものとなっている｡ここでは､刑罰の行政化が図られていると見ることがで
きる｡治安管理処罰法の実態を直視せずに､犯罪概念規定但書およびその正当
化根拠を提供する社会的危害性論は刑法の謙抑性や非犯罪化の理論と合致する
と解するのは､基本的に間違っている｡
今回の05年新法の制定は､刑法典と整合性を図ることが強調されているが､
両者はなお調和しているとは言えない｡刑法典では､ 1997年の全面改正を契機
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に､それまで拒否し続けていた罪刑法定主義をついに導入した｡しかし､罪刑
法定主義を導入してから10年以上を経たものの､罪刑法定主義と調和しにくい
法制度や刑法理論体系が大きく変動するようには見えない｡刑罰の行政化を図
っている治安管理処罰法もその一つである｡ 05年新法制定により､当分の間､
治安管理処罰法が全面的に改正されないであろう｡中国に罪刑法定主義が定着
するには道達しの感がある｡治安管理処罰法の規制対象となっている行為類型
やそれに対する制裁の実態を直視し､罪刑法定主義の定着に向けて､なお一層
の改正が望まれるo
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終章　総括と展望
本章は､本論文の考察によって得た結論をまとめ､今後の課題を展望する｡
1本論文の総括
本論文の考察によって得た結論は､次のように要約できよう｡
①現代中国刑法における犯罪概念史は､実質的犯罪概念と形式的犯罪概念と
の対抗と妥協の歴史であった｡その妥協の結果､イデオロギーに重きを置いて
いる刑法典に､罪刑法定主義が導入されることとなった｡
(診マルクス主義の法の階級性原理を担う社会的危害性論は､法への政治介入
を正当化し､法秩序の自律性を奪うものであって､罪刑法定主義と対峠するも
のである｡社会的危害性論は､非論理的なものである｡この理論は､分析せず
に直観的な結論を正当化するためのレッテルにすぎず､これによって得られた
結論を検証しまたは反証することは不可能である｡
③犯罪概念特徴論は､犯罪の本質を究明しようとするもので､実念論的性格
を持っているが､犯罪の成立要件を構築しようとするものではない｡また､犯
罪概念の中での形式的犯罪概念である刑事違法性という概念は､社会的危害性
の対概念であり､同様に犯罪の成立要件を構築する理論ではない｡
④中国刑法における犯罪成立要件の理論である犯罪構成論の構造は､段階
的･順次的な構造ではなく､平面的･総合的な構造である｡中国の伝統的犯罪
論体系は､犯罪構成論のみによって構築される体系ではない｡この体系は､社
会的危害性論(ないし犯罪概念論)と犯罪構成論との上下関係にある二つの理論
によって構築されている｢二重構造的犯罪論体系｣である｡すなわち､伝統的
犯罪論体系は､社会的危害性論の支配下に置かれている体系である｡
伝統的犯罪論体系の問題点を解決するために､改善論や全面的再構成論が提
起されているが､それらの見解は抜本的なものではない｡そこで､中国におい
て罪刑法定主義の定着を図るために､筆者は､伝統的犯罪論体系を放棄して､
ドイツや日本のような犯罪論体系を直接に導入すべきだと提案した｡なお､導
入するに際しては､形式的犯罪概念一元論と形式的犯罪論を強調すべきだと考
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//､･
巳;iiii
えた｡
⑤犯罪概念規定但書の受け皿の一つとして､社会的危害性論によって正当化
されている具体的制度である治安管理処罰法は､刑罰の行政化の性格を有して
いるものである｡この点を直視するならば､治安管理処罰法は刑法の謙抑性や
非犯罪化の理念と程遠いものであることが分かる｡将来的には､立法的な改正
を視野に入れるべきであろう｡
以上が本考察の結論であるo
2　今後の課題の展望
今後の課題の展望としては､次のような考えを持っている｡
本論文は､主に現代中国刑法における犯罪概念および伝統的犯罪論体系を批
判的に考察し､その上でドイツや日本のような犯罪論体系を直接中国に導入す
べきだと提案した｡そして､中国において罪刑法定主義の定着を図るために形
式的犯罪概念一元論と形式的犯罪論を強調するという方向性を打ち出したに止
まっている｡しかしながら､ドイツや日本の犯罪論体系には､さまざまな形態
が存在しており､そのいずれが中国刑法に適切なのかは検討を要する｡また､
構成要件論についても諸類型が展開されており､その適否を究明しなければな
らない､などの課題が残っている｡
また､中国刑法の特有の問題として､各条文に規定されている構成要件には､
情節犯および数額犯と呼ばれている犯罪の成否に係わる可罰条件が多く存在し
ている｡これらの規定を如何に犯罪論体系に取り組むことが可能かという問題
も残っている｡
これらの問題については､今後の課題としたい｡
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